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令和 5 年度 可燃性有機物を含む水素の燃焼特性及び化学平衡特性に係る調査に係る 

入札可能性調査実施要領 

 

令和５年 ９月 ４日 

原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門 

 

原子力規制庁では、令和 5 年度 可燃性有機物を含む水素の燃焼特性及び化学平衡特性に係

る調査に当たって、一般競争入札（最低価格落札方式）に付することの可能性について、以下の

とおり調査いたします。 

つきましては、下記⒈ 事業内容に記載する内容・条件において、的確な事業遂行が可能であ

り、かつ、当該事業の受託者を決定するに当たり一般競争入札（最低価格落札方式）を実施した

場合、参加する意思を有する方は、2. 登録内容について、4. 提出先までご登録をお願いしま

す。 

 

1. 事業内容 

本作業では、水素、可燃性有機物及び可燃性有機物を含む水素（以下「可燃性ガス」という。）

の燃焼特性解析及び化学平衡解析を実施する。燃焼特性解析では、化学量論に基づく解析手法を

用いて可燃性ガスの層流火炎速度等の燃焼特性に係る解析を実施してデータベースとして整理

する。また、化学平衡解析では、同手法を用いて水蒸気と可燃性ガスの混合気の化学平衡量等に

係る解析を実施してデータベースとして整理する。 

 

1.1. 事業の具体的内容 

別紙「令和 5 年度 可燃性有機物を含む水素の燃焼特性及び化学平衡特性に係る調査 仕

様書」による。 

 

1.2. 事業期間 

契約締結日から令和 6 年 3 月 19 日まで 

 

2. 登録内容 

 事業者名 

 連絡先（住所、TEL、FAX、E-mail、担当者名） 

 

3. 留意事項 

 登録後、必要に応じ事業実施計画等の概要を聴取する場合があります。 

 本件への登録に当たっての費用は事業者負担になります。 

 本調査の依頼は、入札等を実施する可能性を確認するための手段であり、契約に関する

意図や意味を持つものではありません。 

 提供された情報は庁内で閲覧しますが、事業者に断りなく庁外に配布することはありま

せん。 

 提供された情報、資料は返却いたしません。 

 

4. 提出先 

  郵送又は E-mail にてご提出願います。 
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  【提出先】 〒106-8450 東京都港区六本木 1-9-9 

原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門 

栃尾 大輔 宛て 

【TEL】03-5114-2224 

【E-mail】tochio_daisuke_m4f@nra.go.jp 
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（登録例） 

令和  年  月  日 

原子力規制委員会 

原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門 

 

 

令和 5 年度 可燃性有機物を含む水素の燃焼特性及び化学平衡特性に係る調査 

 

 

令和  年  月  日付、標記実施要領に従い、以下の事項を登録致します。 

 

登録内容 

① 事業者名  

② 連絡先 

住所  

電話  

FAX  

Mail  

担当者名  
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仕 様 書 

 

１．  件名 

令和 5 年度 可燃性有機物を含む水素の燃焼特性及び化学平衡特性に係る調

査 

 

２．適用 

この仕様書は、原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）

が契約する上記の契約に関する仕様を規定するものである。 

 

３．契約期間 

       自 ： 契約締結日 

       至 ： 令和 ６年 ３月１９日 

 

４．業務内容 

本作業では、可燃性有機物を含む水素（以下「可燃性ガス」という。）の燃焼

特性及び化学平衡特性に関して解析を実施する。 

解析では、化学量論に基づく解析手法（以下「化学量論解析手法」という。）

を用いて可燃性ガスの層流火炎速度等の燃焼特性に係る解析を実施してデータ

ベースとして整理する。 

また、化学量論的解析手法を用いて水蒸気を含む可燃性ガスの化学平衡特性

に係る解析を実施してデータベースとして整理する。 

実施項目は以下の［１］～［３］の３項目とし、技術の詳細内容を以降の各

項において記載する。 

［１］   化学量論解析手法を用いた可燃性ガスの燃焼特性に

係る解析 

(4.1 項) 

［２］   化学量論解析手法を用いた水蒸気を含む可燃性ガス

の化学平衡に係る解析 

(4.2 項) 

［３］   技術資料の作成 (4.3 項) 

 

4.1 化学量論解析手法を用いた可燃性ガスの燃焼特性に係る解析 

水素（H2）に、一酸化炭素（CO）、メタン（CH4）、エチレン（C2H4）、エタン

（C2H6）、プロピレン（C3H6）、プロパン（C3H8）の可燃性有機物が添加された

可燃性ガスについて、Cantera（https://www.cantera.org/）等の化学量論解析

手法を用いて、表１に示す条件を例として層流火炎速度、圧力等の燃焼特性に

係る諸量を解析すること。 

（１）解析では、可燃性ガス及び空気の混合気体の燃焼解析を実施すること。 

（２）解析では、可燃性ガス成分比、当量比（実燃空比と理論燃空比の比）及

び温度をパラメータとして表 1 に示す計算ケース数（1,450 ケース）程

別紙  

https://www.cantera.org/
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度の解析を実施すること。 

（３）解析で用いる反応メカニズムは、その引用元を明示すること。 

（４）解析で得られた結果をデータベースとして整理すること。 

（５）具体的な解析条件は作業開始時に規制庁から指示する。 

 

表１ 可燃性ガスの燃焼特性に関する解析条件の例 

 可燃性ガス 圧力 

(kPa) 

温度 

(℃) 種類 成分比(%) 当量比 濃度(%) 

1 H2+CO H2:0-100 (CO:100-0) 

（11 ｹｰｽ） 

0.5-1.5 

(11 ｹｰｽ) 

左記当量比と

なる濃度 

101.3 200、400 

(2 ｹｰｽ) 

2 H2+CH4 H2:0-100% (CH4:100-0%) 

（11 ｹｰｽ） 

0.5-1.5 

(11 ｹｰｽ) 

左記当量比と

なる濃度 

101.3 200、400 

(2 ｹｰｽ) 

3 H2+C2H4 H2:0-100% (C2H4:100-0%) 

（11 ｹｰｽ） 

0.5-1.5 

(11 ｹｰｽ) 

左記当量比と

なる濃度 

101.3 200、400 

(2 ｹｰｽ) 

4 H2+C2H6 H2:0-100% (C2H6:100-0%) 

（11 ｹｰｽ） 

0.5-1.5 

(11 ｹｰｽ) 

左記当量比と

なる濃度 

101.3 200、400 

(2 ｹｰｽ) 

5 H2+C3H6 H2:0-100% (C3H6:100-0%) 

（11 ｹｰｽ） 

0.5-1.5 

(11 ｹｰｽ) 

左記当量比と

なる濃度 

101.3 200、400 

(2 ｹｰｽ) 

6 H2+C3H8 H2:0-100% (C3H8:100-0%) 

（11 ｹｰｽ） 

0.5-1.5 

(11 ｹｰｽ) 

左記当量比と

なる濃度 

101.3 200、400 

(2 ｹｰｽ) 

 

 

4.2 化学量論解析手法を用いた水蒸気を含む可燃性ガスの化学平衡に係る解析 

H2 に、CO、CH4、C2H4、C2H6、C3H6、C3H8 の可燃性有機物が添加された可燃性ガ

スについて、Cantera 等の化学量論解析手法を用いて、表２に示す条件を例と

して各条件における平衡後のガス成分量等を解析すること。 

（１）解析では、可燃性ガス、水蒸気及び窒素の混合気体の化学平衡解析を実

施すること。 

（２）解析では、可燃性ガス成分比、温度をパラメータとして表２に示す計算

ケース数（330 ケース）程度の解析を実施すること。 

（３）解析で用いる反応メカニズムは、その引用元を明示すること。 

（４）解析で得られた結果をデータベースとして整理すること。 

（５）具体的な解析条件は作業開始時に規制庁から指示する。 

 

表２ 可燃性ガスの燃焼特性に関する解析条件の例 

 可燃性ガス 水蒸気 

濃度(%) 

窒素 

濃度(%) 

圧力 

(kPa) 

温度 

(℃) 種類 成分比 濃度(%) 

1 H2+CO H2:0-100 (CO:100-0) 

（11 ｹｰｽ） 

10 20 70 101.3 200-1000 

（5 ｹｰｽ） 

2 H2+CH4 H2:0-100 (CH4:100-0) 

（11 ｹｰｽ） 

10 20 70 101.3 200-1000 

（5 ｹｰｽ） 

3 H2+C2H4 H2:0-100 (C2H4:100-0) 

（11 ｹｰｽ） 

10 20 70 101.3 200-1000 

（5 ｹｰｽ） 

4 H2+C2H6 H2:0-100 (C2H6:100-0) 

（11 ｹｰｽ） 

10 20 70 101.3 200-1000 

（5 ｹｰｽ） 
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5 H2+C3H6 H2:0-100 (C3H6:100-0) 

（11 ｹｰｽ） 

10 20 70 101.3 200-1000 

（5 ｹｰｽ） 

6 H2+C3H8 H2:0-100 (C3H8:100-0) 

（11 ｹｰｽ） 

10 20 70 101.3 200-1000 

（5 ｹｰｽ） 

 

4.3 技術資料の作成 

上記の 4.1 項から 4.2 項の作業内容を取りまとめ、技術資料を作成する。令

和６年２月２８日を目途に、作成した技術資料（案）を用いて報告を行う。技

術資料の作成の際は下記に留意すること。 

・用語、略号は統一し、一般的でない部分は初出のところで説明する。特殊な

用語に対しては用語集をつける。 

・ＳＩ単位を原則とする。 

・基礎式、相関式を正確に記述し、必要な場合は引用文献を示し説明をつける。 

・オリジナリティ、著作権に関わる部分は引用文献を明記し補足があれば注記

する。 

・作業内容の根拠となる各種図表を掲載し、上記実施項目で要求している説明、

記録などを含めること。 

・4.1 項及び 4.2 項の解析で使用した化学量論解析手法の概略を記載すること。 

 

５．実施工程 

実施工程を以下に示す。 

〔 実 施 工 程 〕 

  ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

4.1 化学量論解析手法を用い

た可燃性ガスの燃焼特性

に係る解析 

       

4.2 化学量論解析手法を用い

た水蒸気を含む可燃性ガ

スの化学平衡に係る解析 

       

4.3 技術資料の作成        

 

 

▼結果報告及び技術資料（案）の提出  △納期  
                  

 

６．  実施場所 

本作業は、受注者の作業場所にて行う。 

 

７．実施体制及び実施責任者 

（１）実施体制 

受注者は実施体制図を発注者に提出すること。 

（２）実施責任者 

(a) 発注者側：原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 
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安全技術管理官（シビアアクシデント担当） 

(b) 受注者側：本事業を統括する実施責任者の役職、氏名を実施体制図に

明示すること。 

 

８．納入品目、数量、納入場所及び納入時期 

（１）提出図書 

受注者が規制庁の承認を受けるため、または規制庁に報告するために提

出する図書、書類の提出時期及び部数は、次のとおりとする。 

提 出 図 書 一 覧 

No. 提 出 書 類 提出部数(注１) 提 出 期 日 承認 

１ 実施体制図 １(注１) 受注時及び変更時 要 

２ 情報セキュリティに関する書面(注２) １ 受注時  

３ 実施計画書(注３) １ (注１) 
受注後１週間以内 

及び変更時 
要 

４ 品質保証活動計画書(注４) １(注１) 受注後１週間以内 要 

５ 品質保証活動確認書(注５) １ (注１) 納入時 要 

６ 技術資料 １(注１),(注６) 納入時 要 

７ 解析モデル、解析入力データ、 

解析結果を記録した媒体 
４ 納入時  

８ 納品書 １ 納入時  

９ 完了届 １ 納入時  

注１) 承認返却分を含まない。 

注２) 「１１．情報セキュリティの確保」（１）参照 

注３) 工程表を含む。 

注４) 「９．品質保証活動」参照 

注５) 品質保証活動計画書に基づいて行う品質保証の活動記録を示したも

の。 

注６) 納入媒体は、紙を１部、電子媒体（DVD 等）４部を提出すること。 

 

（２）納入時期及び納入場所 

a.納入時期 ：令和 ６年 ３月１９日 

b.納入場所 ：原子力規制委員会原子力規制庁  

長官官房技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門  

東京都港区六本木一丁目９番９号  

六本木ファーストビル１５階 

 

９．品質保証活動 

品質保証活動計画書には次の事項を記載すること。受注者は品質保証活動計

画書に基づいて品質保証活動を行い、成果物の納入時に品質保証活動確認書を
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提出すること。また、原子力規制庁担当者が必要に応じて行う品質管理作業に

関する監査を受け入れること。 

（１）品質管理体制 

受注業務に対する品質を確保するための、十分な体制が構築されている

こと。 

・品質管理部署は作業実施部署と独立していること。 

・実施責任体制が明確となっていること（実施責任者と品質管理責任者

は兼務しないこと）。 

（２）品質管理の具体的な方策 

受注業務に対して品質を確保するための、当該業務に対応した具体的

な作業に関する方法（チェック時期及びチェック内容）が明確にされて

いること。 

（３）担当者の技術能力 

業務に従事する者の技術能力を明確にすること。 

 

１０．検収条件 

本仕様書に記載の内容を満足し、８．に記載の提出書類が全て提出されてい

ることが確認できることをもって検収とする。 

 

１１．情報セキュリティの確保 

受注者は、以下の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

受注者は、以下の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

（１）受注者は、請負業務の開始時に、請負業務に係わる情報セキュリテ

ィ対策とその実施方法及び管理体制について規制庁担当者に書面で

提供すること。 

（２）受注者は、規制庁担当者から要機密情報を提供された場合には、当

該情報の機密性を格付けに応じて適切に取り扱うための処置を講じ

ること。 

（３）受注者は、原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した

情報セキュリティ対策の履行が不十分とみなされたときまたは受注

者において請負業務に係わる情報セキュリティ事故が発生したとき

は、必要に応じて規制庁担当者の行う情報セキュリティ対策に関す

る監査を受け入れること。 

（４）受注者は、規制庁担当者から提供された要機密情報が業務終了等に

より不要になった場合には、確実に返却しまたは廃棄すること。ま

た、請負業務において受注者が作成した情報については、規制庁担

当からの指示に応じて適切に廃棄すること。 

（５）受注者は、本業務の終了時に、業務で実施した情報セキュリティ対

策を報告すること。 

 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー 
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https://www.nra.go.jp/data/000129977.pdf 

 

１２．その他 

（１）  受注者は、本仕様書に疑義が生じたとき、本仕様書により難い事項が生

じたとき、あるいは本仕様書に記載のない細部については、規制庁担当

者と速やかに協議をし、その指示に従うこと。また、規制庁担当者と協

議後、決定した事項については議事録を作成すること。 

（２）  作業責任者は、規制庁担当者と日本語で円滑なコミュニケーションが可

能で、かつ業務において良好な信頼関係が保てること。 

（３）  業務上不明な事項が生じた場合は、規制庁担当者に確認の上、その指示

に従うこと。 

（４）  常に、規制庁担当者との緊密な連絡・協力関係の保持及び十分な支援を

提供すること。 

（５）  業務管理責任者は、提出した実施体制を常に確保するとともに、当該作

業の進捗状況等について確認し、規制庁担当者に定期的に報告すること。

また、実施工程に変更があった場合は、速やかに規制庁担当者に提出す

ること。 

（６）  本調達において納品される成果物の著作権は、検収合格が完了した時点

で、規制庁に移転する。受注者は、成果物の作成に当たり、第三者の工業

所有権またはノウハウを実施・使用にするときは、その実施・使用に対

する一切の責任を負う。 

（７）  成果物納入後に受注者の責めによる不備が発見された場合には、受注者

は無償で速やかに必要な事項を講ずること。 

（８）  規制庁担当者が抜き打ち的手法等による検査または監督を行う場合があ

るので、受注者は協力すること。 

 

 

https://www.nra.go.jp/data/000129977.pdf

